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■ＳＤＧｓと交通安全計画 

 平成 27 年（2015 年）に 17 の目標と 169 のターゲットからなる「持続

可能な開発目標」（ＳＤＧｓ：Sustainable Development Goals）が国際連

合で採択されました。千歳市においても、ＳＤＧｓの 17 の目標に関連付け

て施策を推進しています。交通安全計画は、主に「３ すべての人に健康と

福祉を」に関連しており、目標達成に向け貢献していきます。 

 
ＳＤＧｓのゴール ※外務省「持続可能な開発のための2030アジェンダ」仮訳 

３ あらゆる年齢の全ての人々の健康的な生活を確保し、福

祉を促進する。 
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第１部 総 論 

第１章 交通安全計画について 

１ 計画の位置付け・期間等 

  車社会化の急速な進展に対して、交通安全施設が不足していたことに加え、

車両の安全性を確保するための技術が未発達であったことなどから、昭和２０

年代後半から４０年代半ば頃まで、全国的に道路交通事故の死傷者数が著しく

増加しました。 

  このため、交通安全の確保は大きな社会問題となり、交通安全対策の総合的

かつ計画的な推進を図るため、昭和４５年６月、交通安全対策基本法（昭和 

４５年法律第１１０号）が制定されました。 

  これに基づき、千歳市では、昭和４６年以降、１０次５０年にわたる千歳市

交通安全計画を作成し、国、北海道、市及び関係民間団体等が一体となって、

交通安全対策を強力に実施してきました。 

  その結果、昭和４６年、北海道内で起きた道路交通事故で８８９人が死亡し、

「交通戦争」と呼ばれた時期と比較すると、令和２年の死者数は１４４人と、

６分の１以下まで減少するに至りました（令和３年は１２０人）。 

  千歳市においても、昭和４６年当時、発生件数３４４件、死者数８人であっ

た人身事故が、令和２年には１７３件、２人にとどまっており、国、北海道、

市及び関係民間団体のみならず、市民を挙げた長年にわたる努力の成果である

と考えられます。 

しかしながら、未だに道路交通事故の発生は続いており、事故そのものを減

少させることが求められています。 

  また、鉄道においても、ひとたび交通事故が発生した場合には、常に、重大

な事故となるおそれがあります。 

  交通事故の防止は、国、北海道、市町村、関係民間団体だけでなく、市民一

人ひとりが全力を挙げて取り組まなければならない緊急かつ重要な課題であり、

人命尊重の理念の下、交通事故のない社会を目指して、交通安全対策全般にわ

たる総合的かつ長期的な施策の大綱を定め、これに基づいて諸施策を強力に推

進していく必要があります。 

  本計画は、交通安全対策基本法第２６条第１項の規定に基づき、令和３年度

から令和７年度までの５年間に講ずべき交通安全に関する施策の大綱として定

めたものです。 
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２ 計画の基本理念 

 

 【交通事故のない社会を目指して】 

  千歳市は、人口減少が進む北海道にあって、人口増加を続ける数少ないまち

です。国内外の航空路線が就航する新千歳空港を擁し、道内各地の主要都市を

結ぶ鉄道や高速道路網などが整備され、北海道における一大交通拠点となって

おり、交通の利便性が高い地域です。 

一方、交通量が多い地域でもあり、交通事故が幹線道路、生活道路を問わず

どこでも発生する可能性があります。毎年、多くの方が交通事故の被害に遭わ

れているなか、市民の願いである「安全で安心して暮らすことができ、移動す

ることができる社会の実現」が極めて重要です。 

このことから、人命尊重の理念に基づき、また、交通事故がもたらす大きな

社会的・経済的損失をも勘案して、「交通安全都市」の宣言と本計画の作成か

ら半世紀を経た今、改めて交通事故被害者の存在に思いを致し、「交通事故を

起こさない」という誓いの下、悲惨な交通事故の根絶に向けて「交通事故のな

い社会」を目指します。 

 

 【人優先の交通安全思想】 

  「交通事故のない社会」は、「交通弱者が社会的に自立できる社会」でもあ

ります。道路交通においては自動車と比較して弱い立場にある歩行者等の、ま

た、全ての交通においては高齢者、障がい者、子ども等交通弱者の安全を一層

確保するとともに、交通事故の被害者及びその家族又は遺族（以下「交通事故

被害者等」という。）となった方に対する一人ひとりの状況に応じた支援が求

められます。 

  このことから、交通弱者の安全を第一に考える「人優先」の交通安全思想を

基本とした交通安全対策の推進を目指します。 

 

 【高齢化が進展しても安全に移動できる社会の構築】 

  千歳市の６５歳以上の老年人口は、年々増加傾向（令和２年度高齢化率２３．

１％）にあり、道路交通においては、高齢歩行者の交通事故とともに、高齢運

転者（自動車・自転車）による事故が喫緊の課題となっており、事業用自動車

においても、運転者の高齢化が進み、新たな課題に直面しています。 

  高齢者が、自動車だけに頼らず、自立的に日常生活を営むためには、全ての

交通の分野で、高齢化の進展に伴い生じうるさまざまな交通安全の課題に向き

合い、解決を図ることが不可欠です。 
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このことから、交通関係者等との連携により、高齢になっても安全に移動す

ることができ、安心して移動を楽しみ豊かな人生を送ることができる社会の構

築を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交通安全都市宣言 

 

産業、経済、文化の著しい発展向上に伴う車両交通の増加により、 

交通事故は、年々増加の傾向にあり、大きな社会問題となっている。 

 これら交通事故による悲惨な事故を防止し、市民生活の安全を守る 

ためには、交通環境の改善を図るとともに、全市民が安全交通の自覚に

徹することが必要である。 

 よって、千歳市は、関係機関の総力を結集し、全市民の一致協力の 

もとに、安全運動を強力に推進し、交通事故のない明るい都市の建設を

期し、ここに千歳市を『交通安全都市』とすることを宣言する。 

 

昭和３７年３月１２日  北海道千歳市 

 

※ 令和４年は、千歳市が「交通安全都市」宣言を行ってから６０周年を迎えます。 
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（１）交通社会を構成する三要素 

   本計画では、①道路交通、②鉄道交通、③踏切道における交通について、

計画期間内に達成すべき数値目標を設定するとともに、その実現を図るため

に講じるべき施策を、国及び北海道の計画に沿って、かつ、千歳市の地域の

実情に即して定めます。 

   具体的には、交通社会を構成する「人間」、車両等の「交通機関」、これ

らが活動する場としての「交通環境」の三要素について、相互の関連を考慮

しながら、交通事故の科学的な調査・分析や政策評価を充実させ、市民理解

と協力の下、強力に推進します。 

 

  ア 人間に係る安全対策 

    交通機関の安全な運転を確保するため、運転する人間の知識・技能の向

上、交通安全意識の徹底に加え、同時に歩行者等の安全な移動を確保する

ため、歩行者等の交通安全意識の徹底を図るとともに、交通社会に参加す

る市民一人ひとりが自ら安全で安心な交通社会を構築しようとする前向き

な意識を持つため、交通安全に関する教育、普及啓発活動を充実すること

が重要です。 

    また、市民が地域や団体において地域の課題を認識し、自ら具体的な目

標や方針を設定したり、交通安全に関する各種活動に関わったりするなど、

安全で安心な交通社会の形成に積極的に関与していくような仕組みづくり

や、交通事故被害者等の声を聞くなど、市民の交通安全意識の向上を図る

機会の提供に努める必要があります。 

 

  イ 交通機関に係る安全対策 

    人間はエラー（過ち）を犯すとの前提に立ち、エラーが事故に結び付か

ないようにするため、新技術の活用や必要な検査等についての市民等への

情報提供に努めます。 

 

  ウ 交通環境に係る安全対策 

    道路管理者による道路網や交通安全施設等の整備、警察等との連携によ

る効果的な交通規制の推進、交通に関する情報提供など、交通環境の整備

に当たっては、人優先の考えの下、人間自身の移動空間と自動車や鉄道等

の交通機関との分離を図るなど、接触の危険を排除する施策を充実する必

要があります。 

    特に、道路交通では、通学路、生活道路、市街地の幹線道路等あらゆる
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場面において人優先の交通安全対策の推進を図ることが重要です。 

    なお、これらの施策を推進する際には、高齢化や国際化等の社会情勢の

変化を踏まえるとともに、地震等に対する防災の観点にも適切な配慮を行

わなければなりません。 

     

（２）先端技術の活用 

   今後も、全ての交通分野において、さらなる交通事故の抑止を図り、交通

事故のない社会を実現するため、あらゆる知見を動員して、交通安全の確保

に役立つ先端技術や情報の普及活用を促進するとともに、将来的には、ソサ

エティー5.0（※）の実現を視野に、交通安全により寄与するよう、情報通信

技術を積極的に活用し、高齢者をはじめとする人々の行動変容を促していく

ことが重要です。 

    

  ※ソサエティー5.0（Society5.0）：人工知能の活用や自動運転など、サイ 

バー（仮想）空間とフィジカル（現実）空間を高度に融合させたシステム

により経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会 

 

（３）救助・救急活動及び被害者支援の充実 

   交通事故が発生した場合に負傷者の救命を図り、被害を最小限に抑えるた

め、迅速な救助・救急活動と負傷者の治療の充実等を図るとともに、犯罪被

害者等基本法（平成１６年法律第１６１号）の趣旨を踏まえた交通事故被害

者等への支援の充実に努めることが重要です。 

 

（４）参加・協働型の交通安全活動の推進 

   交通事故防止に向けて、国、北海道、市及び関係民間団体等が、緊密な連

携の下、それぞれ責任を担いつつ施策を推進するとともに、市民の主体的な

交通安全活動の積極的な促進が重要であることから、国、北海道及び市が行

う交通の安全に関する施策に計画段階から市民が参加できる仕組みづくり、

市民が主体的に行う交通安全総点検、地域におけるその特性に応じた取組な

どを通じて参加・協働型の交通安全活動を推進します。 

 

 

 

 

 



６ 

（５）効果的・効率的な対策の実施 

   交通安全対策は、国や自治体などの厳しい財政事情を踏まえつつも、悲惨

な交通事故の根絶に向け、交通安全を確保する取組を進めることが必要です。 

   このため、市内の交通実態に応じて、限られた予算で最大限の効果を挙げ

ることが可能な対策に集中して取り組むなど、効率的な予算執行に配慮する

こととします。 

   また、交通の安全に関する施策は多方面にわたりますが、これらは相互に

密接な関連を有することから、各種施策を有機的に連携させ、少子高齢化、

国際化等の社会情勢の変化や交通事故の状況、交通事情等の変化に対応した

施策を総合的重点的効果的に実施することが重要です。 

 

（６）公共交通機関等における一層の安全の確保 

   市民の日常生活を支える公共交通機関は、ひとたび交通事故等が発生した

場合には大きな被害となるため、事業者が一丸となった安全管理体制を構築

するとともに、多くの利用者を安全に目的地へ運ぶ重要な機能を担っている

ことに鑑み、公共交通機関等の一層の安全を確保するため、運転者等の健康

管理を含む安全対策に取り組むことが重要です。 

 

  ア 鉄道事故のない社会を目指して 

    人やものを大量に、高速に、かつ、定時に輸送できる鉄道は、北海道内

で年間約４億人が利用する生活に欠くことのできない交通手段です。 

    千歳市内には４つの駅がありますが、列車が高速・高密度で運行されて

いる現在の鉄道において、ひとたび列車の衝突や脱線等が発生すれば、多

数の死傷者を生じる恐れがあります。 

    また、全国では、駅のホーム上で列車等と接触又はホームから転落して

列車等と接触した事故が多数発生していることから、市民が安心して鉄道

を利用できるよう各種安全対策を総合的に推進する必要があります。 

 

  イ 踏切事故のない社会を目指して 

    北海道内の踏切事故は、長期的には減少傾向にあるものの、鉄道運転事

故の約４割を占めている現状にあります。 

    千歳市の市街地中心部では、鉄道高架橋が設置されていますが、踏切道

が続く長都駅周辺では、近年の住宅地開発に伴い、人口が伸びている地域

であることから、踏切事故防止対策を推進する必要があります。 
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３ 計画の推進 

（１）交通実態等を踏まえたきめ細かな対策の推進 

   国や北海道が実施する総合的な交通安全対策や、市民の交通安全意識の高

揚により、千歳市内の人身交通事故は大幅に減少しましたが、前方不注視や

操作不適などの安全運転義務違反に起因する交通事故は依然として多い状況

にあります。 

このため、これまでの対策では抑止が困難な交通事故について、警察等と

連携して、発生地域、場所、形態等の情報分析と交通情勢の変化を踏まえた

よりきめ細かな対策等を効果的効率的に実施します。 

 

（２）地域ぐるみの交通安全対策の推進 

   交通事故の発生場所や発生形態など、事故特性に応じた対策を実施するた

め、インターネット等を通じて交通事故情報を提供し、これまで以上に市民

に交通安全対策に関心を持ってもらい、安全で安心な交通社会の形成に自ら

の問題として積極的に参加するよう、市民主体の意識の醸成を図るとともに、

安全な交通環境を実現するため、飲酒運転根絶の啓発や自転車の交通安全対

策に取り組むなど、行政、関係団体、住民等の協働により、交通社会の主体

となる運転者、歩行者等の意識や行動を周囲・側面からサポートする社会シ

ステムの形成に努めます。 

 

 

４ これからの５年間（計画期間）において特に注視すべき事項 

（１）高まる安全への要請と交通安全 

   感染症をはじめ、自然災害の影響、治安など、様々な安全への要請が高ま

る中、確実に交通安全を図るため、警察や関係機関などと交通安全の諸施策

の推進に向けて一層柔軟に連携して各種施策に取り組むことが重要です。 

 

（２）新型コロナウイルス感染症の影響の注視 

   新型コロナウイルス感染症の直接・間接の影響は、あらゆる交通に及び、

さまざまな課題や制約が生じているほか、市民のライフスタイルや交通行動

への影響も認められます。 

   これらに伴う、交通事故発生状況や事故防止対策への影響を注視し、必要

な対策を行うことが重要です。 
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第２章 交通事故の現状等 

１ 道路交通事故の現状 

  第１０次千歳市交通安全計画の計画期間（平成２８年度～令和２年度）にお

ける千歳市内の年間交通事故死者数（事故発生から２４時間以内に亡くなられ

た方）は、１人から２人の間で推移しました。 

  また、市内の年間交通事故負傷者数及び人身交通事故発生数は、令和元年に

前年よりも増加したものの、第１０次計画期間の最終年である令和２年では、

負傷者数が２１３人、発生数は１７３件となりました。 

  市内の年間交通事故死者数は、千歳市が交通安全計画を作成した昭和４６年

以降、最も多かった平成９年の１６人から減少傾向にあり、さらに、第１０次

計画期間中には、「交通死亡事故ゼロの日」の継続日数が過去最長の５３５日

を記録しました（平成３０年４月１４日～令和元年９月３０日）。 

  北海道内における過去５年の年間交通事故死者数は、平成３０年には１４１

人、令和２年中の死者数は１４４人と、計画の目標である１５０人以下とする

目標を達成しました。また、過去５年の年間交通事故負傷者数及び人身交通事

故発生数は、平成２８年の負傷者数１３，４８９人、発生数１１，３２９件に

対し、令和２年は９，０４３人、７，８９８件と、減少が続いています。 

  全国的にみて、過去５年間の交通事故負傷者数及び人身交通事故発生数は毎

年減少傾向にありますが、令和４年からは、いわゆる「団塊の世代」が７５歳

以上に達し始めるため、７５歳以上の高齢者の安全確保が一層重要となります。 

千歳市交通安全計画期間中の道路交通事故（人身事故）状況 

第
９
次 

        暦年別 

区分 H23 H24 H25 H26 H27 ５年計 平均 

発生件数 （件） 302 219 231 193 160 1,105 221.0 

同１千人当たり（件） 3.24 2.34 2.45 2.04 1.69 11.76 2.35 

死者数   （人） 4 2 2 4 1 13 2.6 

傷者数   （人） 346 271 284 236 181 1,318 263.6 

第
10
次 

         暦年別 

区分 H28 H29 H30 R1 R2 ５年計 平均 

発生件数 （件） 169 173 170 230 173 915 183.0 

同１千人当たり（件） 1.77 1.81 1.77 2.36 1.78 9.51 1.90 

死者数   （人） 2 2 1 1 2 8 1.6 

傷者数   （人） 189 186 185 262 213 1,035 207.0 

※ 令和３年速報値：事故発生件数１３４件、死者１人、傷者数１５０人 

出典：札幌方面千歳警察署 
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２ 道路交通事故の見通し 

  道路交通を取り巻く環境は、経済社会情勢の動向や新型コロナウイルス感染

症の感染状況などにより変化し、市民のライフスタイルや交通行動への影響を

及ぼすことが考えられます。 

  このことから、将来の道路交通事故発生件数の予測は、難しいところがあり

ますが、北海道や他市町村と比較するため、過去の発生状況と今後の対策を踏

まえ、本計画期間の人口１千人当たりの件数を次のように推計し、目標値とし

て設定します。 

 

人口１千人当たりの交通事故発生件数（目標値） 

第
11
次 

         暦年別 

区分 R3 R4 R5 R6 R7 

１千人当たりの 

発生件数 （件） 
2.26 2.20 2.15 2.10 2.05 

      ※ 令和元年（基準年）の１千人当たり事故発生件数：2.36（実績） 

出典：千歳市第７期総合計画基礎資料 

 

３ 鉄道事故の現状 

  北海道内における鉄道運転事故は、長期的には減少傾向にあり、平成２７年

以降、１０件程度で推移しています。近年の特徴としては、人身障害事故が約

３割、踏切障害事故が約４割を占めており、両者で運転事故件数全体の約７割

を占め、死者数については人身障害事故と踏切障害事故でほぼすべてを占めて

います。 

  なお、人身障害事故のうち、道内におけるホームでの接触事故は、令和２年

で２件発生しています。 

 

 

４ 踏切事故の状況等 

踏切事故（鉄道の運転事故のうち、踏切障害及びこれに起因する列車事故を

いう。）は、長期的に減少傾向にあり、北海道内における令和２年の発生件数

は４件、死傷者数は３人となっています。 

  これは、踏切道の改良等、安全対策の積極的な推進によるものと考えられま

すが、依然として踏切事故は、鉄道の運転事故の約４割を占めている状況にあ

ります。 
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近年の踏切事故の特徴として、①踏切道の種類別にみると、発生件数では第

１種踏切道（自動遮断機が設置されている）が最も多いが、踏切道１００か所

当たりの発生件数でみると第１種踏切道が最も少ない、②衝撃物別では自動車

等と衝撃したものがほぼ全てを占める、③自動車の原因別でみると直前横断に

よるものが約４割、④全国では歩行者と衝撃した踏切事故は高齢者が関係する

ものが多く、６５歳以上で約４割を占めている―ことなどが挙げられます。 

市内には踏切（第１種）が現在７か所設置されおり、こうした踏切事故の特

徴を踏まえた事故防止の取組を行うことが重要です。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１１ 

第３章 交通安全計画における目標 

１ 道路交通の安全についての目標 

  【数値目標】① 年間の２４時間交通事故死者数をゼロにする。 

        ② 令和７年の人口１千人当たりの交通事故発生件数を  

２．０５件以下に抑える。 

  平成３０年から令和元年までの間、千歳市において「交通死亡事故ゼロの日」

が連続して５００日を超えたことから、達成が見込めるものとして、年間（１

月～１２月）の交通事故死者数をゼロとする目標を定めます。 

  目標の達成に向け、事故そのものの減少や傷者数の減少にも積極的に取り組

み、死傷者数を確実に減少させることを目指します。 

 

 

２ 鉄道交通の安全についての目標 

  【数値目標】① 乗客の死者数ゼロを目指す。 

        ② 運転事故全体の死者数減少を目指す。 

  列車の衝突や脱線等による列車事故はもとより、近年の運転事故等の特徴等

を踏まえ、ホームでの接触事故等を含む運転事故全体の死者数を減少させるこ

とが重要であることから、北海道とともに第１１次北海道交通安全計画に掲げ

ている目標の達成に向けて、事故防止に向けた啓発活動に取り組みます。 

 

 

３ 踏切道における交通の安全についての目標 

 【数値目標】  踏切事故の発生を極力防止する。 

  第１１次北海道交通安全計画に掲げられている目標の達成に向けて、国等の

計画にある諸施策を北海道と連携しながら総合的かつ積極的に取り組みます。 
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第４章 施策の柱と重点課題 

１ 第１１次千歳市交通安全計画における施策の柱 

第１０次計画期間中、千歳市内における交通事故死者数は一桁台で推移して

おり、長期的には、発生数、負傷者数もおおむね減少傾向にあることから、こ

れまでの交通安全対策は一定の効果があったものと考えられます。 

  本計画では、従来の対策を基本としつつ、社会情勢、交通情勢の変化等に対

応するとともに、発生した交通事故に関する情報の収集、分析を充実し、より

効果的な対策への改善を図り、有効性が見込まれる対策を推進します。 

  その際、千歳市の情勢等を踏まえ特に留意すべき事項については、問題点や

施策の考え方を重点課題として次頁において９項目示し、関係機関・団体はも

とより、市内全体で取組が促進されるよう情報発信を行います。 

     １ 道路交通環境の整備 
     
     ２ 交通安全思想の普及徹底 
     
     ３ 安全運転の確保 
     
 道路交通の安全    ４ 車両の安全性の確保 
      
     ５ 道路交通秩序の維持 
      
     ６ 救助・救急活動の充実 
      
     ７ 被害者支援の充実 
      
     ８ 研究開発及び調査研究の充実 
     
     １ 鉄道交通環境の整備 
     
     ２ 鉄道交通の安全に関する知識の普及 
     
     ３ 鉄道の安全な運行の確保 
     
     ４ 鉄道車両の安全性の確保 

 鉄道交通及び踏切道に
おける交通の安全 

  
 

 ５ 救助・救急活動の充実 
     
     ６ 被害者支援の充実 
     

    
 ７ 踏切道の立体交差化、構造の改良等の整 

備      

    
 ８ 踏切道の交通の安全及び円滑化等を図る 
  ための措置 
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２ 重点課題 

（１）高齢化社会を踏まえた総合的な対策 

   北海道は、交通事故死者に占める高齢者の割合が高く、死者のほぼ半数を

６５歳以上の高齢者が占めており、交通死亡事故のうち、高齢運転者が原因

となる事故の割合が３０パーセントを超えるなど、高齢者の交通安全の確保

がますます重要となっています。 

   このため、本市において、高齢者運転免許自主返納サポート制度事業を強

力に推進するとともに、高齢者の身体機能に応じた交通安全教室を引き続き

実施するなど、高齢者の方々が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、総

合的な交通安全政策を推進します。 

 

（２）飲酒運転の根絶 

   北海道では、平成２６年と２７年に、飲酒を伴う重大な交通死亡事故が相

次いで発生したことを受け、一人ひとりが「飲酒運転をしない、させない、

許さない」という規範意識の下、社会全体で飲酒運転の根絶に向けた社会環

境づくりを行うことなどを基本理念とする北海道飲酒運転の根絶に関する条

例（平成２７年１１月３０日北海道条例第５３号）が成立しました。 

   令和２年の飲酒が関係する交通死亡事故の発生件数は道内で７件と、記録

が残る平成２年以降最少となったものの、未だ飲酒運転の根絶には至ってい

ません。 

   このため、事業者、家庭、学校、地域住民、行政その他関係者の相互の連

携協力により飲酒運転の根絶に向けた社会環境づくりを推進します。 

 

（３）スピードダウン 

   北海道内における交通死亡事故を走行速度の観点から分析すると、第一当

事者の約４割に速度超過が認められ、最高速度違反を原因とする交通死亡事

故の割合が全国平均の約２倍と高い水準で推移しています。 

   事故直前の速度が高くなるほど致死率は高くなるため、速度超過に起因す

る交通事故の防止と事故発生時の被害軽減を図ることが必要となります。 

   このため、自動車の最高速度違反の危険性について積極的に情報発信する

など市民の交通安全意識の高揚を図ります。 
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（４）シートベルトの全席着用 

   近年、運転席及び助手席のシートベルトの着用率は高くなっていますが、

道内における自動車乗車中の死者の約４割はシートベルトを着用していない

実態にあり、特に、後部席における着用率は、一般道路における街頭調査で

は、全道平均で４割程度に止まっています。 

   このため、シートベルトの全席着用の必要性についてパンフレットの配布

や街頭啓発を行うなど市民の理解促進を図ります。 

 

（５）自転車の安全利用 

   自転車の利用にあたっては、一旦交通事故が発生した場合には、運転者が

被害者にも加害者にもなる可能性があり、交通ルールやマナーを理解して行

動することが重要です。 

   このため、自転車の安全利用に関する広報啓発や交通安全教育を推進する

とともに、道路において自転車の安全利用のための自動車や歩行者と自転車

利用者との共存を図ります。 

 

（６）生活道路における安全確保 

   歩行者や自転車利用者等が日常的に使用する生活道路が、幹線道路の渋滞

を避ける迂回路として利用され、通過交通の流入が増加すると、交通事故発

生の危険性が著しく増大することになります。 

このため、地域住民の主体的な参加による地域における幹線道路と生活道

路の関係性を踏まえた面的・総合的な交通安全対策を推進するとともに、子

どもを交通事故の被害から守り、通学路における交通安全を確実に確保する

「千歳市通学路交通安全プログラム」による通学路における合同点検と交通

安全対策を実行します。 

 

（７）鉄道交通における安全対策 

   鉄道事故は、ひとたび列車の衝突や脱線等が発生すると多数の死傷者が生

じるおそれがあることから、一層安全な鉄道輸送と重大な列車事故の未然防

止に向けて、必要に応じて鉄道事業者や国、北海道などに対応を求めていき

ます。 
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（８）踏切道における交通安全対策 

   踏切事故は、ひとたび発生すると重大な被害をもたらすおそれがあること

から、市内に設置されている各踏切に接続する市道について、適切な管理に

努めます。 

 

（９）冬季における交通安全対策 

   北海道は、１年間の約３分の１が雪に覆われており、冬期間（１１月～３

月）においては、吹雪による視程障害、積雪による道路の幅員減少、路面凍

結による交通渋滞やスリップ事故、歩行中の転倒事故等、交通という観点か

らも厳しい影響があります。 

   このため、交通事故の防止に当たっては、天候や気温等により交通環境や

路面状況が刻一刻と変化する特殊な環境に対応した冬季の対策を実施します。 

また、積雪による歩道幅員の減少等から、冬季における歩行空間の確保に

関する市民のニーズは大きいため、高齢者、子ども、障がい者等を含むすべ

ての人々が安全で快適に利用できる歩行空間の確保に努めます。 
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第２部 講じようとする施策（分野別） 

第１章 道路交通の安全 

１ 道路交通環境の整備 

  道路交通環境の整備は、警察や道路管理者等の関係機関が連携して幹線道路

と生活道路の両面で交通安全対策を行っており、事故全般の抑止効果が確認さ

れる一方、全国的には歩行中や自転車運転中の死者数の割合が諸外国と比べる

と高いとされており、引き続き道路の安全対策を推進する必要があります。 

このため、自動車交通を担う幹線道路や身近な生活道路の安全に取り組むと

ともに、少子高齢化が一層進展する中、子どもを事故から守り、高齢者や障が

い者が安全にかつ安心して外出できる交通社会の形成を図る観点から、安全・

安心な歩行空間が確保された人優先の道路交通環境の整備を図ります。 

  

（１）生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

   これまでの交通安全対策は、主として「車中心」の対策として一定の成果

を上げてきた一方、歩行者の視点からの道路整備や交通安全対策が課題とな

っています。 

   このため、地域の協力を得ながら、国や北海道とともに歩道などにおける

交通安全施設の整備や警察と連携した効果的な交通規制を行うなど、きめ細

かな事故防止対策を実施することにより、「人」の視点に立った交通安全対

策を推進します。 

   また、千歳市内において、緑町全域、錦町、春日町、大和、北斗の一部に

指定されている、最高速度３０キロメートル毎時の区域規制等を実施する

「ゾーン３０」を推進するとともに、平成２７年度に定めた「千歳市通学路

交通安全プログラム」に基づき、定期的な通学路合同点検を実施し、通学路

や未就学児を中心に子どもが日常的に集団で移動する経路における交通安全

対策に継続的に取り組みます。 

 

（２）高速道路のさらなる活用促進による生活道路との機能分化 

   高速自動車国道や一般国道自動車専用道路から生活道路に至る道路ネット

ワークの体系的整備による道路の適切な機能分化と、生活道路における通過

交通の抑制など人優先の道路交通の促進に努めます。 
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（３）幹線道路における交通安全対策 

   幹線道路における交通安全対策は、潜在的危険箇所等の情報収集に努める

とともに、国や北海道と連携して、事故危険区間重点解消作戦「事故ゼロプ

ラン」や事故危険箇所対策、幹線道路の交通規制、重大事故の再発防止、適

切に機能分担された道路網の整備、高速自動車国道等の事故防止対策、道路

改築等による交通事故対策、交通安全施設等の高度化などの促進に努めます。 

    

（４）交通安全施設等の整備 

   交通安全施設等の整備は、警察や道路管理者と連携して事故実態の調査や

分析を行うなど、交通事故の防止と交通の円滑化に向けた取組を推進します。 

 

（５）高齢者等の移動手段の確保・充実 

   令和３年１１月に策定した「千歳市地域公共交通計画」により、高齢者を

はじめとする地域住民の移動手段の確保に向けて公共交通サービスの改善を

図るとともに、必要に応じて地域の多様な輸送資源の活用による持続可能な

移動手段の確保・充実を図る取組を推進します。 

 

（６）歩行者空間のバリアフリー化 

   高齢者や障がい者等を含めてすべての人が、安全に、安心して参加し活動

できる社会を実現するため、千歳駅周辺交通バリアフリー基本構想に基づき、

歩道の整備や歩道の段差・傾斜・勾配の改善、視覚障がい者誘導用ブロック

の整備等による歩行空間の連続的・面的な整備を推進します。 

 

  ※バリアフリー：障壁を取り除き、生活しやすくすること。 

 

（７）無電柱化 

   安全で快適な通行空間を確保するため、国、北海道、関係機関と調整を図

りながら、無電柱化の推進に努めます。 

 

（８）効果的な交通規制 

   信号機や横断歩道等の設置について、地域の交通実態を踏まえ、公安委員

会等の関係機関への要請を継続的に行うとともに、効果的な規制に向けて警

察等と協力して点検等を行い、交通事情の変化の的確な把握とソフト・ハー

ドの両面による総合的な対策を推進することにより、安全で円滑な交通流の

維持を図ります。 
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（９）自転車利用環境の整備 

   安全で快適な自転車利用環境を創出するため、自転車のルール・マナーの

啓発活動などを推進するとともに、必要に応じて警察等に対し、自転車と自

動車が混在する区間における駐車禁止等の規制や悪質性、危険性、迷惑性の

高い違法駐停車車両の取締り・指導などの実施を要請します。 

 

（10）モビリティ・マネジメント 

   令和３年１１月に策定した「千歳市地域公共交通計画」により、日常生活

を支える交通ネットワークの見直しを進めつつ、一人ひとりの移動を望まし

い方向へ自発的に変化させることを促すモビリティ・マネジメント施策を展

開して公共交通機関の利用促進に努めます。 

 

  ※モビリティ・マネジメント：一人ひとりの移動が、個人的にも社会的にも

望ましい方向へ自発的に変化することを促す交通政策 

 

（11）災害に備えた道路交通環境の整備 

   地震、豪雨、豪雪等の災害が発生した場合において安全で安心な生活を支

える道路交通を確保するため、令和３年３月に策定した「千歳市強靭化計画」

と整合を図り、道路や橋梁、街路灯などの道路施設の定期的な点検・整備や

耐震化など災害に強い道路交通ネットワークの構築に努めます。 

 

（12）駐車対策 

   道路交通の安全や都市機能の維持を図るため、違法駐車や迷惑駐車に対す

る取締りを警察に要請するとともに、啓発活動を継続的に実施します。 

 

（13）交通安全に寄与する道路交通環境の整備 

   安全で円滑な道路交通の確保に向けては、関係機関等と連携して、道路構

造の保全に対応した道路使用や占用の適正化、過労運転に伴う事故防止や高

齢運転者に対応した道の駅などの休憩施設の利用促進、路上遊戯等による事

故を防止するため、児童館や公園などの子どもの遊び場の確保、道路破損等

の危険回避に対応した道路法に基づく通行禁止などの適切な実施に努めます。 

 

 

 

 



１９ 

（14）冬季道路交通環境の整備 

   冬季における歩行者の安全・安心で快適な通行のため、幹線道路の冬季交

通安全対策として、特に公共施設の周辺や、通学路等をはじめ歩行者の安全

確保の必要性が高い区間等については、積雪による歩道幅員の減少や凍結に

よる転倒に対し、歩道の除雪や砂箱の設置を行います。 

また、郊外道路の冬季交通安全対策として、必要に応じて防雪柵や視線誘

導標の設置を行うなど、冬季の道路交通環境の整備に努めます。 

 

 

２ 交通安全思想の普及徹底 

  交通安全教育は、自他の生命尊重という理念の下に、交通社会の一員として

の責任を自覚し、交通安全のルールを守る意識と交通マナーの向上に努め、相

手の立場を尊重し、他の人々や地域の安全にも貢献できる良き社会人を育成す

る上で、重要な意義を有しています。 

  交通マナーを身に付けるためには、人間の成長過程に合わせ、生涯にわたる

学習を促進して市民一人ひとりが交通安全の確保を自らの課題として捉えるよ

う、意識の改革を促すことが重要です。 

  また、人優先の交通安全思想の下、高齢者、障がい者などに関する知識や思

いやりの心を育むとともに、交通事故被害者等の痛みを思いやり、交通事故の

被害者にも加害者にもならない意識を育てることが必要です。 

  このため、交通安全教育指針（平成１０年国家公安委員会告示第１５号）等

を活用し、幼児から成人に至るまで、心身の発達段階やライフステージに応じ

た段階的かつ体系的な交通安全教育を行います。 

  なお、これらの取組を行うに当たっては、参加・体験・実践型の教育方法を

積極的に取り入れるとともに、市民自ら安全な交通行動を実践することができ

るよう、必要な情報を分かりやすく提供します。 

  また、国、地方公共団体、警察、学校、関係民間団体、地域社会、企業及び

家庭が、それぞれの特性を生かし、互いに連携を取りながら地域が一体となっ

た活動を推進するとともに、交通安全教育・普及啓発活動の実施後には効果を

検証・評価し、一層効果的な実施に努めるとともに、取組の意義、重要性等に

ついて関係者の理解促進を図ります。 

あわせて、訪日・在住外国人の増加等を見込み、多様な文化的背景への寛容

さを基本としつつ、世界一安全な交通社会を目指す我が国の交通ルールを的確

に伝えるよう努めます。 
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３ 安全運転の確保 

  安全運転の確保に向けて運転者の能力や資質の向上を図るため、運転者教育

や安全運転管理などに関する市民への情報提供の充実に努めるとともに、高齢

運転者への交通安全を推進するため、高齢者を対象とした安全運転教育や「高

齢者運転免許自主返納サポート制度事業」を実施します。 

 

 

４ 車両の安全性の確保 

  近年、著しく進歩する自動車の安全技術の活用・普及促進により、交通事故

の減少が期待できることから、必要に応じて、市民に対し、車両の各種安全性

に関する情報の提供に努めます。 

 

 

５ 道路交通秩序の維持 

  交通ルール無視による交通事故を防止するため、市民等から道路交通秩序の

維持に支障のある事案について情報提供を受けた場合は、速やかに警察へ通報

し、指導や取締り等の要請に努めます。 

 

 

６ 救助・救急活動の充実 

  交通事故による負傷者の救命を図り、被害を最小限にとどめるため、道路交

通事故に即応できるよう、救急医療機関、消防機関等の関係機関における緊密

な連携・協力関係の確保と救助・救急体制の充実に努めます。 

 

 

７ 被害者支援の充実 

  交通事故被害者等からの相談に対して、市民相談窓口が総合的に対応し、警

察、医療などの関係機関や北海道、支援団体等との連携により各種支援制度の

案内や情報提供を行うなど、交通事故被害者等の状況に応じた適切な支援に努

めます。 

  また、近年では、自転車運転者が加害者となる事故が発生した場合、高額な

賠償額となるケースもあることから、賠償責任の支払原資の確保や交通事故被

害者の救済を図るため、自転車運転者に対する損害賠償保険等への加入を促進

します。 
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８ 研究開発及び調査研究の充実 

  国や北海道等の調査に協力するとともに、調査結果等を本市の交通安全対策

の評価・分析に活用します。 
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第２章 鉄道交通及び踏切道における交通の安全 

１ 鉄道交通環境の整備 

  鉄道交通の安全を確保するため、必要に応じて鉄道事業者や北海道等の関係

機関に対して鉄道施設の安全性の確保や運転保安設備の整備等の安全対策の推

進を求めていきます。 

 

 

２ 鉄道交通の安全に関する知識の普及 

  鉄道交通における事故の防止に向けて、鉄道の安全に関する正しい知識を浸

透させるため、市民や道路運送事業者等を対象にした交通安全運動や踏切事故

防止などの広報活動を実施するとともに、駅ホームにおける「歩きスマホ」の

危険性や緊急時の「非常押しボタン」操作などの周知に努めます。 

 

 

３ 鉄道の安全な運行の確保 

  重大な列車事故を未然に防止するため、必要に応じて鉄道事業者や北海道等

の関係機関に対して、保安監査等の適切な実施や指導、事故発生時の迅速かつ

適切な対応を求めていきます。 

 

 

４ 鉄道車両の安全性の確保 

  鉄道車両の安全性の確保に向けて、必要に応じて鉄道事業者や北海道等の関

係機関に対して、鉄道車両の構造・装置に関する保安上の技術基準の見直しや

対策の着実な実施を求めていきます。 

 

 

５ 救助・救急活動の充実 

  鉄道の重大事故等に備え、避難誘導、救助・救急活動を迅速かつ適切に行う

ため、鉄道事業者と消防、医療などの関係機関との連携・協力体制の充実に努

めます。 
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６ 被害者支援の充実 

交通事故被害者等からの相談に対して、市民相談窓口が総合的に対応し、警

察、医療などの関係機関や北海道、支援団体等との連携により各種支援制度の

案内や情報提供を行うなど、交通事故被害者等の状況に応じた適切な支援に努

めます。 

 

 

７ 踏切道の立体交差化、構造の改良等の整備 

  市内では、鉄道高架化により、９線通から東大通間で踏切道が除却されてお

り、残存する踏切道では、必要に応じて鉄道事業者や北海道等の関係機関と連

携して効果的な安全対策の実施に努めます。 

 

 

８ 踏切道の交通の安全及び円滑化等を図るための措置 

  自動車運転者や歩行者等の踏切道通行者に対して交通安全意識の向上や踏切

支障時における非常押ボタンの操作等の緊急措置の周知徹底を図るため、踏切

事故防止の広報活動に努めます。 
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１ 交通安全対策基本法（関係分） 

  

 （目的） 

第一条 この法律は、交通の安全に関し、国及び地方公共団体、車両、船舶及び

航空機の使用者、車両の運転者、船員及び航空機乗組員等の責務を明らかにす

るとともに、国及び地方公共団体を通じて必要な体制を確立し、並びに交通安

全計画の策定その他国及び地方公共団体の施策の基本を定めることにより、交

通安全対策の総合的かつ計画的な推進を図り、もつて公共の福祉の増進に寄与

することを目的とする。 

（地方公共団体の責務） 

第四条 地方公共団体は、住民の生命、身体及び財産を保護するため、その区域

における交通の安全に関し、国の施策に準じて施策を講ずるとともに、当該区

域の実情に応じた施策を策定し、及びこれを実施する責務を有する。 

（道路等の設置者等の責務） 

第五条 道路、鉄道、軌道、港湾施設、漁港施設、飛行場又は航空保安施設を設

置し、又は管理する者は、法令の定めるところにより、その設置し、又は管理

するこれらの施設に関し、交通の安全を確保するため必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

（車両等の使用者の責務） 

第七条 車両等を使用する者は、法令の定めるところにより、その使用する車両

等の安全な運転又は運航を確保するため必要な措置を講じなければならない。 

（車両の運転者等の責務） 

第八条 車両を運転する者（以下「車両の運転者」という。）は、法令の定める

ところにより仕業点検等を行なうとともに、歩行者に危害を及ぼさないように

する等車両の安全な運転に努めなければならない。 

（歩行者の責務） 

第九条 歩行者は、道路を通行するに当たつては、法令を励行するとともに、陸

上交通に危険を生じさせないように努めなければならない。 

（住民の責務） 

第十条 住民は、国及び地方公共団体が実施する交通の安全に関する施策に協力

する等交通の安全に寄与するように努めなければならない。 

（施策における交通安全のための配慮） 

第十一条 国及び地方公共団体は、その施策が、直接的なものであると間接的な

ものであるとを問わず、一体として交通の安全に寄与することとなるように配

慮しなければならない。 
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（市町村交通安全対策会議） 

第十八条 市町村は、市町村交通安全計画を作成し、及びその実施を推進させる

ため、条例で定めるところにより、市町村交通安全対策会議を置くことができ

る。 

２ 前項に規定するもののほか、市町村は、協議により規約を定め、共同して市

町村交通安全対策会議を置くことができる。 

３ 市町村交通安全対策会議の組織及び所掌事務は、都道府県交通安全対策会議

の組織及び所掌事務の例に準じて、市町村の条例（前項の規定により置かれる

市町村交通安全対策会議にあつては、規約）で定める。 

（関係行政機関等に対する協力要求） 

第十九条 中央交通安全対策会議、都道府県交通安全対策会議及び市町村交通安

全対策会議（市町村交通安全対策会議を置かない市町村にあつては、市町村の

長。次条並びに第二十六条第一項及び第五項において同じ。）は、その所掌事

務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長（関係行政機

関が委員会である場合にあつては、関係行政機関）及び関係地方行政機関の長、

関係地方公共団体の長その他の執行機関並びに政令で定めるその他の関係者に

対し、資料の提供その他必要な協力を求めることができる。 

（交通安全対策会議相互の関係） 

第二十条 都道府県交通安全対策会議及び市町村交通安全対策会議は、その所掌

事務の遂行について、相互に、又はそれぞれ他の都道府県の都道府県交通安全

対策会議若しくは他の市町村の市町村交通安全対策会議と協力しなければなら

ない。 

（市町村交通安全計画等） 

第二十六条 市町村交通安全対策会議は、都道府県交通安全計画に基づき、市町

村交通安全計画を作成するよう努めるものとする。 

２ 市町村交通安全対策会議を置かない市町村の長は、前項の規定により市町村

交通安全計画を作成しようとするときは、あらかじめ、関係指定地方行政機関

の長及び関係地方公共団体の長その他の執行機関の意見を聴かなければならな

い。 

３ 市町村交通安全計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 市町村の区域における陸上交通の安全に関する総合的かつ長期的な施策の

大綱 

二 前号に掲げるもののほか、市町村の区域における陸上交通の安全に関する

施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

４ 市町村長は、市町村の区域における陸上交通の安全に関し、当該年度におい
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て市町村が講ずべき施策に関する計画（以下「市町村交通安全実施計画」とい

う。）を作成するよう努めるものとする。この場合において、市町村交通安全

実施計画は、都道府県交通安全実施計画に抵触するものであつてはならない。 

５ 市町村交通安全対策会議は、第一項の規定により市町村交通安全計画を作成

したときは、速やかに、その要旨を公表するよう努めるとともに、市町村交通

安全計画を都道府県知事に報告しなければならない。 

６ 市町村長は、第四項の規定により市町村交通安全実施計画を作成したときは、

速やかに、これを都道府県知事に報告しなければならない。 

７ 第二項及び第五項の規定は市町村交通安全計画の変更について、前項の規定

は市町村交通安全実施計画の変更について準用する。 

（地方公共団体の長の要請等） 

第二十七条 地方公共団体の長は、都道府県交通安全計画又は市町村交通安全計

画の的確かつ円滑な実施を図るため必要があると認めるときは、当該地方公共

団体の区域の全部又は一部を管轄する指定地方行政機関の長及び関係地方公共

団体の長その他の執行機関に対し、これらの者が陸上交通の安全に関し処理す

べき事務について、必要な要請をし、又は法令の定めるところにより必要な勧

告若しくは指示をすることができる。 

第二十八条 地方公共団体の長は、当該地方公共団体の区域における海上交通又

は航空交通の安全に関し必要があると認めるときは、交通安全基本計画又は交

通安全業務計画（これらの計画のうち、陸上交通の安全に関する部分を除く。）

の作成又は実施に関し、中央交通安全対策会議及び関係指定行政機関の長に対

し、必要な要請をすることができる。 

（地方公共団体の施策） 

第三十八条 地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて、前節に規定する

国の施策に準ずる施策を講ずるものとする。 
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２ 千歳市交通安全対策会議条例 

 

（設置） 

第１条 交通安全対策基本法（昭和45年法律第110号）第18条第１項の規定に基づ

き、市長の附属機関として、千歳市交通安全対策会議（以下「会議」という。）

を置く。 

（所掌事項） 

第２条 会議は、次に掲げる事務を掌る。 

(１) 千歳市交通安全計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(２) 前項に掲げるもののほか、千歳市の区域における陸上交通の安全に関する

総合的な施策の企画に関して審議し、及びその施策の実施を推進すること。 

（組織） 

第３条 会議は、会長及び20人以内の委員をもつて組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

(１) 国の関係地方行政機関の職員 

(２) 北海道の職員 

(３) 北海道警察の警察官 

(４) 市の教育長 

(５) 市の消防長 

(６) 市の職員 

（会長） 

第４条 会長は、市長をもつて充てる。 

２ 会長は、会議を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指定する

委員がその職務を代理する。 

（特別委員） 

第５条 特別の事項を審議させるため必要があるときは、会議に特別委員を置く

ことができる。 

２ 特別委員は、北海道旅客鉄道株式会社、日本道路公団その他陸上交通に関す

る事業を営む公共的機関の職員のうちから、市長が委嘱する。 

３ 特別委員の任期は、当該特別の事項に関する審議が終了したときまでとする。 

（補則） 

第６条 この条例に定めるもののほか、会議の議事その他運営に関し必要な事項

は、会長が会議に諮つて定める。 
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３ 千歳市交通安全対策会議委員名簿 

 

No 職 名 条例適用条項 

１ 国土交通省札幌開発建設部千歳道路事務所長 第３条第２項第１号 

２ 北海道札幌建設管理部千歳出張所長 第３条第２項第２号 

３ 北海道札幌方面千歳警察署地域・交通官 第３条第２項第３号 

４ 千歳市教育委員会教育長 第３条第２項第４号 

５ 千歳市消防長 第３条第２項第５号 

６ 千歳市企画部長 

第３条第２項第６号 

７ 千歳市総務部長 

８ 千歳市市民環境部長 

９ 千歳市保健福祉部長 

10 千歳市産業振興部長 

11 千歳市観光スポーツ部長 

12 千歳市建設部長 

条例：千歳市交通安全対策会議条例 

 

 

４ 第１１次千歳市交通安全計画策定経過 

 

年月日 事 項 主な内容 

令和４年２月25日 千歳市議会厚生環境常任委員会 ・計画素案について 

令和４年３月５日 

～ 

令和４年３月22日 

計画素案パブリックコメント 
・計画素案に対する市

民への意見公募 

令和４年３月24日 第１回千歳市交通安全対策会議 ・計画素案の意見聴取 

令和４年８月23日 第２回千歳市交通安全対策会議 ・計画最終案の確認 

令和４年９月14日 千歳市議会厚生環境常任委員会 ・計画最終案について 
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５ パブリックコメント（意見公募）手続きによる意見募集の実施結果 

 

【意見募集の集計結果】 

１ 案 件 名  第１１次千歳市交通安全計画（案） 

２ 意見募集期間  令和４年３月５日（土）～３月２２日（火） 

３ 意見の件数（提出者数） １件（１人） 

４ 
意見の取扱い 

（対応内容の分類） 

 ① 案を修正するもの ０件  

 ② 既に案に盛り込んでいるもの ０件  

 ③ 今後の参考とするもの  ２件  

 ④ 意見として伺ったもの（案件に直

接関係がないため） 
０件  

５ 意見の受け取り方法 

 電子メール １人  

 郵送 ０人  

 ファクシミリ １人  

 意見箱 ０人  

 直接持参 ０人  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１１次千歳市交通安全計画 

（令和３年度～令和７年度） 

令和４年９月 

千歳市交通安全対策会議 

（事務局：千歳市市民環境部市民生活課防犯・交通安全係） 

 

 


